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はじめに
　人口増加によるエネルギー資源枯渇問題や，地
球温暖化防止を目的とする二酸化炭素の排出削
減，災害時における原子力発電所の脆弱性から，
化石燃料に頼ったエネルギー政策を転換する流れ
が世界全体で見受けられる．このような中で，ド
イツは環境先進国と呼ばれている一方で同国の太
陽光発電普及に対して，国内外の新聞やテレビな
どで「失敗した」と評価されることが多くなった．
2014 年イギリスのエコノミスト誌は，ドイツが
FIT 制度 （全量固定価格買取制度：フィード・イ
ン・タリフ：Feed-in Tariff：以下，FIT とする）
や送電網への優先アクセスを進めたことにより，
2013 年度の補助金の消費者負担が 160 億ユーロ
（2 兆 1,000 億円）にまで膨らみ，悪影響を及ぼし
たと講評した．また，ライン・ヴェストファーレ
ン経済研究協会（Rheinisch-Westfalisches Insti-
tut fur Wirtschaft sforschung: RWI） は「Eco-
nomic impacts from the promotion of renewable 
energies：The German experience（2009）」 に
おいて，「ドイツは間違った，全量固定価格買取
制度（フィード・イン・タリフ）は正反対の結果」
とのちに邦訳される論文を発表した．この再生可
能エネルギーを推進する手段は高コストをもたら
し，二酸化炭素の効率的削減，雇用増大，エネル
ギー安全保障，技術イノベーションなどは何も得
られない結果になったと述べている（小野：
2010）．実際のところドイツにおいて太陽光発電
の普及は人々に悪影響を与え，利点はなかったの
かについて，本論文では失敗の事例として挙げら
れやすい FIT の買取価格引き下げによる太陽光
発電普及率の低下や関連メーカーの倒産，そして
フランスからの電力輸入事情をもとに，ドイツの
太陽光発電の普及は成功または失敗のどちらに評
価されるべきかについて述べる．
第 1 章　再生可能エネルギーへの転換
1．再生可能エネルギーとは
　再生可能エネルギーは，石油・石炭などの化石
燃料や原子力と対比して，自然環境の中で繰り返
し起こる現象から取り出すエネルギーの総称であ
る．資源輸入に頼らずに自国で生産でき，外交的
問題による供給不安定へ対策を練る必要がない．
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ドイツにおける再生可能エネルギー政策と太陽光発電
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　ドイツは環境先進国と呼ばれているが，国内外のメディアで「ドイツの太陽光発電普及が失敗した」と
の評価が多くなった．近年の太陽光発電累積設置量や電力輸出入状況，太陽光関連メーカーの倒産などの
視点から研究を行なった．その結果，FIT から入札制度への転換により，大規模な太陽光発電所を促進
し普及率を大幅に下げないようにしたと思われる．また，ドイツはフランスに対し 5.9TWh の輸出超過で
あることから，「原発廃止国なのにフランスの原発に頼っている」わけではないことがわかった．中・小
規模の太陽光発電においても，国だけでなく州がエネルギーコンセプトに基づき補助することで独自のシ
ステムを確立し，さらに波及すると考えられる．
　2015 年には再生可能エネルギー転換策によって，ドイツ政府の累積設置量目標を超え，3,971 万 kW と
普及し続けている．したがって，現段階で太陽光発電の普及が失敗したとはいえない．
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さらに，その土地に適したものを選択すること
で，リスクや雇用を分散させる働きがある．ドイ
ツ環境省の統計資料によれば，再生可能エネル
ギー分野の雇用は，2004 年の約 16 万人から 2010
年末には約 37 万人と，6 年間で倍以上に増えて
いる（滝川ほか：2012，p. 18）．
2．太陽光発電とは
　太陽光発電は，シリコンなどの半導体で製造さ
れる太陽電池素子，通称「セル」を用いて，太陽
光エネルギーを直接電気に変換する発電方式であ
る．
　太陽光エネルギーの主なメリットとして，エネ
ルギー源が他の資源と比べて大きい点である．現
在の人類の全消費エネルギー量の 50 倍に匹敵す
るエネルギーが利用可能と言われている（藤原：
2010，p. 114-116）．次に，土地や施設の広さに応
じてシステムの規模を計画でき，また，汚染物質
の発生がない点が挙げられる．火力発電のように
二酸化炭素や，硫黄酸化物などの大気汚染物質を
発生させることがない上，原子力発電のように使
用済み燃料への長期間の複雑な処理が必要ない．
　反面，主なデメリットとしては，気象条件に
よって発電出力が安定しない点，地域差はあるが
従来の石炭火力や原子力発電のコストと比べ発電
単価が約 2～3 倍高く（第 1 図），その割に設置面
積当たりの発電電力量が低い点である．
第 1 図　1 kw 時あたりのエネルギー源別の発電コスト
出典：資源エネルギー庁発電コスト検証ワーキンググループ
　　　（2015 年 5 月）より作成
　このデメリットがありながらも，太陽光発電供
給は 1990 年から 2014 年にかけて年間成長率
46.2％を記録した（第 2 図）．次点の風力と比べ
ても 20.0％以上の差をつけている．「自然エネル
ギー世界白書 2016」によれば，2014 年に太陽光
発電市場は 25％拡大し，世界合計で 227 GW1）ま
で増加した．2015 年には，10 年前と比べて太陽
光発電年間導入量および累積導入量が 10 倍以上
の規模になっている（第 3 図）．
第 2 図　1990 年から 2014 年にかけての世界における
再生可能エネルギー供給の年間成長率
出典：IEA, Key Renewables Trends Excerpt from: 
Renewables information （2016 edition）, Annual 
growth rates of world renewables supply from 1990 
to 2014 より作成
第 3 図　世界における太陽光発電の年間導入量
（1 GW=100 万 kW）
出典：IEA, 2015 SNAPSHOT OF GLOBAL 
　　　PHOTOVOLTAIC MARKETS より抜粋
©Snapshot of Global PV Markcts－IEA PVPS より抜粋
FIGURE 1: EVOLUTION OF PV INSTALLATIONS （GW－DC）より抜粋
3．ドイツでの太陽光発電の普及
　ドイツはもともと石炭資源を保有していたた
め，2016 年時点でも石炭・褐炭が発電割合の
ドイツにおける再生可能エネルギー政策と太陽光発電
― 17 ―
41.1％を占めているが，「脱原発」の手段として
再生可能エネルギーへの転換に力を注いでいる．
第 4 図は再生可能エネルギーの割合が原子力を追
い上げたことを示している．
第 4 図　ドイツにおける総発電量のエネルギー
資源別割合（％）
出典：AGEB, Stromerzeugung nach Energieträgern 
1990-2016 （Stand 16. 12. 2016）より作成
　1991 年に施行された「電力買取法」では，世
界で初めて送電網の運営者に対し，再生可能エネ
ルギーの買取と送電を義務付けた（熊谷：2012，
pp. 134-135）．2000 年に「再生可能エネルギー 
に 優 先 権 を 与 え る た め の 法 律（Erneuerbare- 
Energien-Gesetz: EEG：再生可能エネルギー法）」
を制定，エコ電力を送電網に取り込む義務と FIT
制度が導入された（熊谷：2012，p. 138-139）．こ
の制度では，再生可能エネルギーによる電力を，
電力会社が通常電気料金の倍以上で 20 年にわ
たって買い取ることが取り決められた．FIT 制
度と「脱原発」の流れを受け，急速に太陽光発電
システムが普及した．第 5 図でドイツがオレンジ
の線で表され，中国はダイヤのポイント付きの青
線で表している．これによると 2005 年から 2015
年中国に抜かれるまで，ドイツは日本を抜き世界
一の太陽光発電生産国として君臨した．
第 2 章　ドイツにおける太陽光発電の 
　　　　問題点
1．ドイツ国内の FIT 問題
　再生可能エネルギーの中で太陽光発電が最も買
い取り価格が高い．FIT の導入開始から約 10 年
が経過すると，「太陽光発電に金を注ぎこみ過ぎ
た」との批判がドイツ政府内でも強まり，環境省
がブレーキをかけ始めるまでに追い込まれた．例
を挙げると，2004 年に陸上風力を設置した人へ
の初年度 FIT 買取価格は，1 kW 時あたり 8.7 セ
ント（11.6 円）3）であった．これに対し，出力
30kW の太陽光発電装置を屋根に取り付けた人
は，1kW 時あたり 57.4 セント（76.9 円）と 6.6
倍であった（第 6 図）．2009 年以降 FIT の買取
価格が改定されてからもその差は 3 倍とかなり多
い．
第 6 図　再生可能エネルギー法改正案による
買取価格の推移
出典： IWR, Mindestvergütungssätze nach dem neuen 
Erneuerbare-Energien-Gesetz（EGG）vom 21. 
Juli 2004 より作成
第 5 図　国別太陽光発電累積導入量（MW）の推移2）
出典： IEA-PVPS，TRENDS IN PHOTOVOLTAIC AP-
PLICATIONS （2013, 2014, 2015, 2016）より作成
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　FIT の設定に伴う社会的コストの研究（Fron-
del et al.: 2010）によると，2010 年に FIT を打ち
切りにしても累計コスト（補助金）は実質 655 億
ユーロ（7.5 兆円）であると発表した．2012 年の
再生可能エネルギー法改正により，FIT の買取
価格の引き下げを開始したものの，2013 年以降，
電気料金自体はそれほど下がっていない（第 7
図）．
第 7 図 年間電力消費量 3,500kW 時の 3 人家族 
世帯における電気料金に含まれる補助金 
コスト（セント /kW 時）
出典： BDEW,160122 BDEW zum Strompreis der 
Haushalte Anhang より作成
　この原因は，買取価格は 20 年保証されるが故
に，導入量が年々増えるほどそれだけ電気代への
上乗せ分が増えていく FIT によるものである．
2016 年にはドイツの消費者は 1 kW 時電力を使
うごとに，6.88 セント（8.2 円）の補助金を払っ
て再生可能エネルギーの拡大に貢献していること
になる（第 8 図）．
第 8 図 1 kW 時あたり再生可能エネルギー
補助金の変化
出典： BMWi, EEG in Zahlen: Vergütungen, Differenz-
kosten und EEG-Umlage 2000 bis 2017 より作成
　2011 年に年間太陽光発電新規設置量が 7,604 
MW と過去最高を記録したが，2012 年度以降 3
年連続で最低値を更新し，2015 年に至っては
1,461 MW と，FIT 引き下げの影響を確実に受け
ていることを物語っている（IEA-PVPS：2016，
pp. 35）（第 9 図）．
第 9 図 ドイツにおける太陽光発電の毎年の
新規設置量（MW）
出典： IEA-PVPS, TRENDS IN PHOTOVOLTAIC AP-
PLICATIONS （2013, 2014, 2015, 2016）より作成
　連邦ネットワーク庁（BNetzA：Bundesnetza-
gentur）によると，2011 年の新規設置量 7,604 
MW のうち 3,000 MW が 12 月に新設され，駆け
込み需要であったというのが明らかである．
　しかし，ドイツ政府は太陽光発電累計設置量が
目標の 52 GW に達した時点で，固定価格での新
規買取を打ち切ることを明言している（BMWi：
2012，p. 27）．そもそも，FIT の考え方とは，導
入時点から電力会社への買取価格（タリフ）を保
証し，一定期間終了時まで買取価格を変動させな
いことを前提としている．だんだんと普及が進む
につれ設備コストが安くなり，それにあわせて売
電価格が下げられる．すると，国の補助金コスト
も当初と比べ優遇する必要性が薄れるため下がっ
ていく．この流れができてくると，その設備を導
入しようとする企業や個人はどの程度の期間で初
期投資費用を回収できるのか予想がつきやすい．
政府からしても，その普及率に応じた補助金を予
算立てしやすくなる．従って，批判され続けてい
る太陽光発電の買取価格が削減されている動向は
FIT の前提とする条件に合致しているといえる．
実際，2009 年時点でドイツ環境省は，直近 1 年
間の太陽光発電導入総量に応じて，買取価格を低
ドイツにおける再生可能エネルギー政策と太陽光発電
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減する仕組みを導入した．その後，2012 年 1 月
より半年ごと，同年 4 月より毎月見直した．太陽
光発電における年間新規設置容量を 2.5 GW と想
定し，導入量の「目標幅」として 2.5 GW から 3.5 
GW を達成した場合，毎月 1％低くすると定めて
いる．すなわち，「目標幅」以上の導入量があれ
ば買取価格は下がり，「目標幅」を下回れば，買
取価格はそこまで下げられない．年間 1 GW まで
の設置となった場合は，買取価格を引き上げ優遇
させる（BMWi: 2014, p. 7, 22）．2017 年には FIT
による財政負担を軽減するため条件付きの適用と
なり，100 kW より出力可能な施設については，
発電事業者自体で販売先を確保することが 2014
年に決定した．また同時に，FIT ではなく FIP
（フィード・イン・プレミアム：Feed-in Premi-
um）と呼ばれる，再生エネルギー電力を市場価
格で販売または変動価格で買い取りしながらも，
技術改良を目的とした場合販売電力量にプレミア
ム（補助金）を付与し優遇する制度へと移行され
た．
　今後，FIT・FIP の代わりとなる制度は，「クォー
ター制度＆入札制度」である．政府が予定する新
設の再生可能エネルギーの設備容量を毎年「新設
枠」としてオークションにかける．入札するため
に事業採算性調査の融資など複雑なプロセスを踏
まなければならないため，新規参入は非常に困難
になるとみられているにもかかわらず，ドイツ政
府は方針転換をすることを決定した．2016 年時
点でも普及スピードは遅くなりつつも増加してい
ることから，将来的に達成可能であると判断した
と思われる．より広範囲で普及するために，あえ
て大手企業に有利な入札制度へと転換したという
見方が適切ではないだろうか．
2．太陽光関連メーカーの倒産とその後
　株式に上場したドイツの太陽光関連企業数は
2004 年時点で 4 社のみだったが，2006 年には 30
社が上場するほど市場の規模が大きくなった（熊
谷：2012，p. 151）．しかし，前述の 2010 年頃か
らの段階的な FIT の買取価格引き下げや中国企
業参入などの影響で，ソーラーパネルの需要が急
減し価格が 46％も大暴落する状態が発生し，最
終的に，ソロン社，ソーラーミレニアム，ソー
ラーハイブリッド社，コナジー社や Q セルズ社
などが軒並み破綻申請を出すこととなった．しか
し，現在でも活躍している企業は存在する．
　具体例として，ソロン社は，欧米市場への参入
計画のあった太陽電池セルメーカーであるマイク
ロソル・インターナショナルに 2012 年に買収さ
れ，現在は，本社をアラブ首長国連邦とし，ソロ
ン社で保有していたドイツ，イタリア，アメリカ
のモジュール工場を維持している．
　1999 年に 3 人のエンジニアが創業した Q セル
ズ社は，ドイツの政策を契機に 2,000 人以上を雇
用する，世界シェアトップのドイツ大手太陽電池
モジュールメーカーへと発展していた．しかし，
2011 年には売上高が前年比 24％減となり，8 億
4,600 万ユーロ（846 億円）の赤字に転落した（熊
谷：2012，p. 150）．2012 年，韓国ハンファグルー
プに買収された後，2015 年 2 月には，ハンファ
Solar One との合併により，Hanwha Q CELLS 
Co., Ltdとなった．2015年の純売上高は17億9,900
万ドル（約 2,165 億円）と回復している．
3．他国からの電力輸入や化石燃料の依存
　ドイツは 1998 年に電力市場の完全自由化を実
施して競争力を高め，2003 年以降は電力の輸出
入において，輸出が輸入を上回っている（第 10
図）．2011 年の原子力発電所停止による発電の減
少分を輸入電力に依存することなく，再生可能エ
第 10 図　ドイツにおける電力輸出入の推移（TWh）
出典： AGEB, Stromerzeugung nach Energieträgern 1990-
2016 （Stand 16. 12. 2016）より作成
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ネルギー等で十分にカバーした上でなおも輸出を
拡大させている．具体的に表すと，2010 年のエ
ネルギー総発電量の割合のうち，原子力発電は
22.2％だったが，2011 年には 17.6％と 4.6 ポイン
トマイナスとなった．一方，再生可能エネルギー
の割合は，16.5％から 20.1％と 3.6 ポイントプラ
スとなった．また，1990 年から 2016 年までの電
力輸出入の推移をみると，1990 年の輸入 31.9 
TWh，輸出 31.1 TWh から，2016 年（速報値）
には輸入 26.6 TWh，輸出 82.0 TWh と大幅に輸
出超過であることがわかる（AGEB: 2016b）．
第 11 図　2010 年ドイツにおける電力輸出入（MWh）
出典： ドイツ連邦統計局 Destatis - Statistisches Bundesamt
より作成5）
第 12 図　2015 年ドイツにおける電力輸出入（MWh）
出典： ドイツ連邦統計局 Destatis - Statistisches Bundesamt
より作成5）
　第 11 図，第 12 図のとおり，近年は輸出入とも
に季節による変動が少なくなり，年間を通じて輸
出超過の状態にある．再生可能エネルギーの拡大
で，とくに夏場は太陽光，冬場は風力による発電
が増加することが大きな要因となっている．
　だが，国全体では輸出超過であっても，「ドイ
ツはフランスから輸入しているからこそ自国の太
陽光発電などの再生可能エネルギー増加に注力で
きる」と批判されることがある．確かに，Ré-
seau de transport d’électricité（RTE：フランス
電力公社 Électricité de France4）の送電系統管理
部門）発行の「Bilan electrique 2015」によると，
フランスは原子力発電がエネルギー発電割合の
76.3％を占めていることが確認できるため，「ド
イツは脱原発していない」と揶揄されるのは一理
あるように思われる．しかし，フランスは，2015
年に輸入 29.6 TWh，輸出 91.3 TWh とドイツ以
上に電力輸入の値に対し輸出の値が高いヨーロッ
パ最大の電力輸出国である（RTE：2016）．スイ
スやベルギーなどの比較的小さな国は，自国で大
きな投資をして発電するよりも，他国から電力を
買った方がコストカットできるとしてフランスか
ら輸入している．2014 年においては，フランス
は対ドイツに関して 13.2 TWh の輸入超過である
一方，他国に対しては輸出超過という実情から
も，フランスの原子力発電にドイツが頼っている
とはいえない（第 1 表）．
第 1 表	 フランスにおける 2014 年国別の 
電力輸出入（TWh）
出典： RTE, Overview of electrical energy in France 
December 2014（2015） より作成
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　ドイツの電力市場はオランダへ輸出したうちの
半分がベルギーなどへさらに輸出されていくなど
様々なルートで周辺国と結ばれており，電力を一
方的に供給しているのではない．ドイツは環境先
進国として，EU 全体へ再生可能エネルギー発電
を拡大し，効率的かつ安定した供給体制を確立す
るためにリーダーシップをとっているといえる．
第 3 章　現在のドイツでの再生可能 
　　　　エネルギー政策
1．「Energiewende」とは　
　ドイツ政府は 2010 年，化石燃料から再生可能
エネルギーに切り替える Energiewende 方針を 
決定した．Energiewende とは Energie（エネル
ギー）に wenden（向きを変える）という動詞由
来の -wende という接尾辞をつけた造語である．
この指針は，環境保全，経済性，供給安定性に重
点を置いている．環境保全に関しては，エネル
ギー供給の中心がまだ第 4 図のように火力発電と
原子力であり，省エネと再生可能エネルギー拡大
が重要であるという共通認識がなされている．経
済性では，EU 市場での石油・ガスの価格上昇の
なかで，再生可能エネルギーの助成金負担増加に
よる低所得層への影響を検討することである．供
給安定性では，ヨーロッパレベルで発電容量メカ
ニズムをつくり，近隣諸国のネット利用を検討す
ることである．
　Energiewende で掲げられている目標は分野ご
とに細かく設定されている（BMWi: 2016b, p. 7）．
2015 年時点では「温室効果ガス排出」，「再生可
能エネルギー」，「効率性と消費」と大きく 3 つに
分かれている．
　Energiewende の調整を行うために，多くの統
計データを基にして毎年モニタリング報告が発行
さ れ る．「Zweiter Monitoring-Bericht „Energie 
der Zukunft“（第 2 回モニタリング報告：未来の
エネルギー）」では，脱原発とともに着実に再生
可能エネルギーのシェアを伸ばすことが「エネル
ギー大転換」の主目標であり，9 基の稼働原発中
6 基を抱えるドイツ南部の発電容量を再生可能エ
ネルギーによって確保することは不可欠であるこ
とを再度認識した．
　「再生可能エネルギー」の 4 つの目標の達成度
を例に挙げると，最新の報告書「Fünfter Moni-
toring-Bericht Energie der Zukunft, Lang-
fassung（2016）」では，①最終エネルギー消費量
に占める再生可能エネルギーの割合が，2015 年
時点で 14.9％と 2020 年の目標まであと 3.1％と
なっている．ちなみに，2014 年時点では 13.5％
であった（BMWi: 2015，p. 4）．②国内総電力消
費量の指標に関しては，2015 年時点で 31.6％ま
で達している．ちなみに 2014 年は 27.4％である
（BMWi: 2015，p. 4）． ③ 熱 部 門6） に つ い て は，
2020 年の目標値である 14％に対し，2015 年時点
で，13.2％まで引き上げている．④交通部門にお
いては，2015 年時点で 5.2％と前年度より 0.4％
下がっており，あと 4.8％上げる必要がある
（BMWi: 2015，p. 7）．
　また，世界的に注目されている温室効果ガスに
関しては，2020 年までに 1990 年比で 40％削減と
ほかの目標よりも高く設定されているが，2015
年の実績は 27.4％（暫定値）だった．2010 年当時，
電力の 22.2％を温室効果ガスがほとんど出ない原
子力発電で調達していたので，この目標は可能と
されていた．ところが，この計画は福島原発事故
の影響を大きく受け，原発停止分の電力について
は風力と太陽光による分散型発電を拡充すること
としているものの，安価で良質な電力が供給され
なければエネルギー集約型産業は国外に流出し，
ドイツの製造業の競争力低下につながると懸念さ
れている．
　ただ，1991 年には再生可能エネルギー電力と
いえば大型の水力発電のみで，ドイツ全体の電力
消費量の 3.6％しか供給していなかったにもかか
わらず，2016 年末には，太陽光発電が 5.9％，風
力発電が 12.3％，バイオマス発電が 7.0％，水力
発電 3.3％と，合計 29.5％の電力が再生可能エネ
ルギーで供給されている（第 13 図）．
　将来的には持続可能な環境にやさしい経済の繁
栄と労働市場を目指し，さらなる国の発展を掲げ
ている（BMWi: 2012， p. 1）．Energiewende の目
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標よりも数値が低い項目も現時点で見受けられ 
るが，2011 年から毎年行われているドイツ連 
邦政府経済エネルギー省（Bundesministerium 
für Wirtschaft und Energie: BMWi）のモニタリ
ング・レポートによりエネルギー転換の進捗状況
が報告されている．問題点を可視化し新たな政策 
を環境省（Bundesministerium fur Umwelt: BMU）
や BMWi の 参 加 で あ る 連 邦 ネ ッ ト ワ ー ク 庁
（BNetzA）などと協力し，太陽光発電だけでな
くその他再生可能エネルギーにおける拡大策を模
索している．具体例として，連邦政府経済エネル
ギー省と環境省が共同で進めるプロジェクト
「E-Energy」などがある．
2．国・州での取り組み
　2007 年，社団法人 deENet（分散型エネルギー
技術専門ネットワーク Kompetenznetzwerk dez-
entrale Energietechnologien e.V.）とカッセル大
学のアプローチによりドイツの環境省と連邦環境
庁（UmweltBundesAmt: UBA）が開始したのが，
「100％再生可能エネルギー地域」である．エネル
ギー自立を目指して取り組む地域を後述の三つの
側面レベルをバランスよく満たしている場合に表
彰し，これらの自治体を専門的にコンサルタン
ト，ネットワーク化する．まず，目標レベルと呼
ばれる「エネルギーシステムを中～長期的に完全
に再生可能エネルギーにシフトすること」や「そ
の時期を自治体や郡の議会で決定していること」
が求められる．二つ目は行動レベルといい，「目
標実現のためのプログラムや活動をすでに実践し
ていること」などの基準が定められている．最後
は現状レベルと言われ，「中間目標を達成し，持
続可能な地域のエネルギー供給に近づいているこ
と」が求められ，「再生可能エネルギー利用の進
捗度，地域暖房，省エネ改修プログラムの有無」
などがチェックされる．これらに関する 30 ほど
の項目を評価し，進行度の高い地域を「100％再
生可能エネルギー地域」，それには至らないが優
良な地域を「スターター地域」と位置づけている．
2011年末時点で，前者が78，後者が40地域であっ
た（滝川ほか：2012，p. 20-23）．なお，最新のリ
ストでは，前者が 90 地域，後者が 58 地域，新た
に制定された「100％再生可能エネルギー都市」
は 3 都市存在する．この 151 自治体の人口の合計
はドイツ全人口の約 1/4（2,400 万人），全国土の
約 1/3（126,000 km） を 占 め る（Netzwerk der 
100ee-Regionen: 2016）．それぞれ自治体の前提条
件を加味した上での目標値の妥当性，コンセプト
やビジョンの質，市民参加の度合い，政治的な決
議，達成度などを用いていることで，このプロ
ジェクトに参加しやすいといえる．対象地域が増
えていることからも，順調に国全体へと浸透して
いることがわかる．
　例えば，バイエルン州は，上記のプロジェクト
「100％再生可能エネルギー地域」のうち 21 地域，
「スターター地域」では 11 地域と，再生可能エネ
ルギーへの取り組みに積極的な州である．同州
は，2011 年 5 月に新しいエネルギーコンセプト
（Bayerisches Energiekonzept “Energie innova-
tiv“）を公表し，再生可能エネルギー源ごとに 
目標を設定した．なお，2009 年には電力供給
57.6％を原子力発電から得ていた．太陽光発電の
目標は「2021 年までに送電線と送電負荷を適合
化した系統接続を実現し，発電量を全電力量の
16％にまで高める」ことである．手段としては再
生可能エネルギー法の枠組みを拡大し，エネル
ギー効率や費用効率に注意した技術支援を行う．
具体的には，①研究開発に総額 1,300 万ユーロの
支援，②空き地利用の促進，③市民発電所の促進，
第 13 図　ドイツにおけるエネルギー総発電量の再
生可能エネルギー資源別割合の推移（％）
出典： AGEB, Stromerzeugung nach Energieträgern 
1990-2016 （Stand 16. 12. 2016）より作成
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④建材一体型システムのデモンストレーションな
どを明言した（日本貿易振興機構：2012，p. 12-
14）．「Bayerisches Energieprogramm（2016：
p. 10）では，年間日照時間数が比較的高いために
太陽光発電を取り入れやすかったことから，2010
年には累積設置量は 6.2 GW だったのが，2014 年
末には 11.1 GW にまで増加している．割合とし
ては，4.8％から 11.8％にまで成長し続けている．
これは近年，屋根の上などに拡張されたことが要
因とされている．このままのペースでいけば，
2021 年の目標値に到達すると思われる．
　また，バーデン・ヴュルテンベルク州も積極的
にエネルギー転換に取り組んでいる代表格であ
る．電力で見た場合に最も普及しているのは，太
陽光発電で，再生可能エネルギー全体の 60.2％で
ある．同州の再生可能エネルギーへの投資額は
年々増加しており，2010 年には総額で 33 億 8,000
万ユーロ（約 3,920 億円）に上った．最も多いの
が太陽光で全体の 80％強を占めている．目標は
「再生可能エネルギーに関してはコジェネレー
ションシステムを 2020 年までに 20％に倍増させ
る」こととし，再生可能エネルギーがエネルギー
ではなく気候保護の枠組みで扱われており，温室
効果ガス削減に向けた取り組みと一体化したプロ
グラムが実施されている（日本貿易振興機構：
2012，p. 14-15）．2014 年，前年度の労働市場と
比べると，太陽光発電メーカーの合併により
10％程度の雇用の減少がみられたものの，発電 
電力量のうち太陽光発電は 71.1％を占めている
（Baden-Württemberg Ministerium für Umwelt, 
Klima und Energiewirtschaft: 2015，p. 11, 31）．
一方で，Energiewende に関する目標については，
確実に成果を上げている．例えば，「最終エネル
ギー消費量に占める再生可能エネルギーの割合」
は 2015 年には 23.3％を記録し，国全体の値を支
えている項目もある（BMWi: 2016b，p. 6）．
　大規模な発電所をつくる土地がなくとも，適材
適所の取り組みを行うことで，環境政策のモデル
都市としての地位を築くことができる上，それに
触発された他の都市もその風土や環境に適した発
電へとシフトするようになり，ドイツ全体が再生
可能エネルギーへの転換をしやすい環境になると
考えられる．
　以上のことから，ドイツは Energiewende をも
とに脱原発と再生可能エネルギーのシェアを高
め，2020 年の目標に向けて，数値が上昇してい
る項目が多い．
第 4 章　結　論
　ドイツの原子力発電は 2022 年に全面的に廃炉
になり，今後は再生可能エネルギーの割合の増加
を進めていく方向である．確かに FIT は全撤廃
ではないながらも廃止される運びとなり，太陽光
関連メーカーの中でも再建できずに破綻した企業
があることも，ドイツが周辺国から電力を輸入し
ているのも事実である．
　しかし，更なる太陽光発電普及のために，大幅
な制度転換を遂行し，入札による市場の活発化と
大規模な太陽光発電所を設立することで普及ス
ピードは急激にブレーキがかかっているが続いて
はいると捉えられる．また，電力の輸出輸入は
EU 加盟国として重要な市場であり，どこかの加
盟国が一方的に輸出のみ行う場合は，他国からの
反発や需要と供給のバランスなどの観点から，ド
イツの電力輸出入の状況は決して不自然ではな
い．フランスからの輸入についても，5.9 TWh
の輸出超過であることから，「フランスの原発に
頼っている」のではないことがわかる．
　ドイツは，日本の福島原子力発電所の状態を受
け，化石燃料への依存度を高めずそれまでの目標
を鑑み，より速いスピードで原発廃止を目指す計
画を発表した．200 社以上の関連各社が加盟する
EPIA（European Photovoltaic Industry Associa-
tion：現在 Solar Power Europe）が発行してい
る「Global Market Outlook for Photovoltaics un-
til 2016（2012）」でも，太陽光発電関連メーカー
が不景気だった 2011 年でさえも，顕著な成長傾
向が続いた点を評価している．その一方で，過去
10 年間でドイツが EU の中で太陽光累積設置量
の先頭を切っていたが，このような高度成長が続
くことは期待されず，産業は現在不確実性の期間
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に陥っている．今後は主流のエネルギー資源にな
るように電気市場における競争力への進歩を続け
るべきであると語っている．その上で，2015 年
に向けた太陽光発電累積設置量目標値に達すると
予測していた（EPIA: 2012, p. 5, 15, 28）．実際に
2015年には政府の目標である3,427万kWを超え，
3,971 万 kW と普及し続けているため，むしろ太
陽光発電の普及は成功していると考えられる．加
えて，市場における競争力を高めるべきであると
いう指摘は，大手資本をメインとする入札制度に
よって助長されていく可能性が高い．中・小規模
の太陽光発電においても，国だけでなく州がエネ
ルギーコンセプトに基づきバックアップすること
で独自のシステムを確立し，他の州へと波及し取
り入れられていくのではないだろうか．
　したがって，ドイツでは政府が再生可能エネル
ギー転換策（Energiewende）において，必要な
調整は今後も行われつつも，太陽光発電の割合は
今後も上昇しつづけると思われる．よって，現段
階で太陽光発電の普及が失敗したとはいえない．
おわりに
　ドイツは積極的な再生可能エネルギーの導入を
行っていることで，どの国よりも早く問題点が顕
在化し，その対応に取り組んでいる姿勢がうかが
える．他の国もいずれは同じような問題に直面す
る可能性が高く，ドイツの対応策を見習って自国
の諸問題を解決していくのではないか．化石燃料
の採掘可能年数にまだ余裕があると思っているこ
とと，採掘技術の研究開発にコストを掛けたとし
ても化石燃料の方が安く，エネルギー密度が高い
ことから，どうしても再生可能エネルギーの取り
扱いは政府が介入せざるを得なくなる．再生可能
エネルギーのコストが化石燃料のコストを下回っ
てくれば，再生可能エネルギーの利用が高まって
くると見込まれるため，法整備やノウハウをドイ
ツ国内で蓄積し続けることがより太陽光発電を広
いシェアにしていくカギとなるだろう．
　本研究では，ドイツの太陽光発電のみに焦点を
当てたが，日本や近隣諸国に関する取り組みは調
べきれなかった．ドイツ，オーストリア，スイス
では，国や州がこういった地域のエネルギー自立
をサポートする様々なプログラムが進行中であ
る．しかし，現状では国によって電力市場自由化
の度合や法制度に違いがあり，まだ十分な相互関
係が整っているわけではない．EU では環境目標
を念頭に再生可能エネルギーの普及を図るととも
に，各国，各企業間の競争を促し，効率的な域内
統一市場の形成を目指している．この点に関し
て，さらに研究を進めていきたい．
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注　記
 1） G（ギガ）は 109，10 億，以下同じ．
 2） 2015 年時点での太陽光発電累積導入量上位 7 か
国のみでのグラフ作成．2015 年スペインの値は四
捨五入している（THE DIFFERENCE IS DUE TO 
ROUND UP）また，他国の 1999 年から 2012 年の
値は切捨て．
 3） 本論文では，ドイツ・マルク，フランス・フラン
などはユーロ導入により，円への換算レートが
2001 年 7 月 29 日より発表されなくなったため，参
考として以下の当該通貨の 1 ユーロに対する交換
レートを使用した（公益財団法人 日本関税協会よ
り）．
  1 ユ ー ロ（EURO）：2000 年 の 平 均 99 円，2004
年の平均 134 円，2007 年の平均 161 円，2010 年の
平均 116 円，2011 年の平均 111 円，2012 年の平均
102 円，2013 年の平均 129 円，2014 年の平均 140 円，
2016 年の平均 120 円．
  米ドル（USD）：2011 年の平均 79 円，2012 年の
平均 79 円，2015 年の平均 121 円（Principal Global 
Indicators HP より）．
 4） Électricité de France（EDF）とは，フランスの
国有会社を前身とする電力会社．2004 年に民営化さ
れたが，株式の過半数はフランス政府が保有してい
る．（weblio 辞 書：http://www.weblio.jp/content/ 
EDF）．
 5） 国境を越えた電力の取引については国境を通過す
る物理的な電力量を基準にしている．
 6） 「熱部門」とは，基本的にバイオマス燃料（薪ス
トーブ）や太陽熱温水器への対策を指す．現在のド
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イツでは，新築や大規模修繕の際には，その建物に
おける一定割合の熱供給を再生可能エネルギーで行
うことが義務化されている．
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